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【
主
な
内
容
】

　

農
業
員
会
等
に
関
す
る
法
律
施

行
令
第
５
条
の
委
員
の
定
数
基
準

を
基
に
、定
数
を
19
人
と
す
る
も
の
。

施
行
日　

平
成
28
年
４
月
１
日

○
南
相
馬
市
農
地
利
用
最
適
化
推

進
委
員
の
定
数
に
関
す
る
条
例
制

定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

　

現
在
の
農
業
委
員
の
地
区
割
を

ベ
ー
ス
に
、
定
数
を
35
人
と
す
る

も
の
。

施
行
日　

平
成
28
年
４
月
１
日

○
南
相
馬
市
東
日
本
大
震
災
に
よ

る
津
波
被
災
者
に
対
す
る
固
定
資

産
税
の
減
免
に
関
す
る
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

施
行
日　
　

公
布
の
日

○
南
相
馬
市
原
子
力
災
害
に
よ
る

被
災
者
に
対
す
る
市
税
の
減
免
に

関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
制
定
に
つ
い
て

１　

固
定
資
産
税（
第
３
条
関
係
）

２　

軽
自
動
車
税
（
第
５
条
関
係
）

施
行
日　
　

公
布
の
日

○
財
産
の
取
得
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

被
災
地
域
農
業
復
興
総
合
支
援

事
業
農
業
用
機
械
購
入

・
取
得
す
る
動
産
及
び
数
量

ト
ラ
ク
タ
ー
他
117
台

・
取
得
金
額　

２
億
５
千
530
万
円

・
取
得
の
方
法

　

指
名
競
争
入
札
に
よ
る
買
入
れ

・
取
得
の
相
手
方

　

株
式
会
社
南
東
北
ク
ボ
タ

　

原
町
営
業
所
（
原
町
区
）

【
主
な
内
容
】

被
災
地
域
農
業
復
興
総
合
支
援

事
業
農
業
用
機
械
格
納
パ
イ
プ

ハ
ウ
ス
購
入

・
取
得
す
る
動
産
及
び
数
量

パ
イ
プ
ハ
ウ
ス
12
棟

・
取
得
金
額　
　
　

４
千
698
万
円

・
取
得
の
方
法

　

指
名
競
争
入
札
に
よ
る
買
入
れ

・
取
得
の
相
手
方

　

常
磐
菱
農
株
式
会
社

　
　
　

原
町
営
業
所
（
原
町
区
）

○
公
の
施
設
に
係
る
指
定
管
理
者

の
指
定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

　

南
相
馬
市
大
町
地
域
商
業
施
設

・
指
定
管
理
者
の
名
称

　

有
限
会
社
ニ
シ
ノ
（
原
町
区
）

・
指
定
期
間

　

平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら

　
　

平
成
30
年
３
月
31
日
ま
で

【
主
な
内
容
】

　

南
相
馬
市
水
産
業
共
同
利
用
施

○
南
相
馬
市
真
野
交
流
セ
ン
タ
ー

条
例
制
定
に
つ
い
て

　

南
相
馬
市
真
野
交
流
セ
ン
タ
ー

の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
事
項

を
定
め
る
た
め
、
新
た
に
条
例
を

制
定
す
る
も
の
。

【
名
称
】　

真
野
交
流
セ
ン
タ
ー

（
鹿
島
区
）

【
開
館
時
間
】

・
多
目
的
室
・
体
育
館

　
　
　
　

午
前
９
時
〜
午
後
９
時

・
グ
ラ
ウ
ン
ド

　
　
　
　

午
前
９
時
〜
午
後
５
時

施
行
日　

平
成
28
年
４
月
１
日

○
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も

の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す

る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

制
定
に
つ
い
て

　

農
業
委
員
会
等
に
関
す
る
法
律

の
改
正
に
お
い
て
、
農
地
利
用
最

適
化
推
進
委
員
が
新
設
さ
れ
た
こ

と
に
伴
い
、
推
進
委
員
の
報
酬
等

を
規
定
す
る
た
め
、
必
要
な
改
正

を
行
う
も
の
。

【
主
な
内
容
】

・
報　
　

酬　
　
　

年
額
31
万
円

・
費
用
弁
償　
　
　
　
　

３
千
円

施
行
日　
　

平
成
28
年
４
月
１
日

○
南
相
馬
市
農
業
委
員
会
の
委
員

の
定
数
に
関
す
る
条
例
制
定
に
つ

い
て

定
例
会

条
例
関
係

１２月定例会の様子１２月定例会の様子

平成26年度決算、認定！！1212月補正予算可決月補正予算可決！！

原子力災害による
避難区域等 27年度 28年度

津波被災地
（20㎞圏外）

全額
減免

全額
減免

津波被災地
（20㎞圏外）
（使用箇所）

２分の１
減免

２分の１
減免

原子力災害によ
る避難区域等

27
年度

28
年度

旧緊急時避難
準備区域 ２分の１

減免
２分の１
減免その他の区域

（30㎞圏外）

世帯全員の
避難の有無

27
年度

28
年度

あり 全額
減免

全額
減免

なし ２分の１
減免

２分の１
減免

原子力災害による
避難区域等

使用又は
使用見込み

27
年度

28
年度

居住困難区域及
び避難指示解除
準備区域

なし 減免 減免

あり 課税 課税

要件 対象車両 27
年度

28
年度

平成28年
４月１日の
賦課期日時
点に帰還困
難区域内に
放置

・原動機付
　　　自転車
・軽自動車
・小型特殊
　　　自動車
・２輪の
　小型自動車

減免 減免

津波被災の減免の状況

⑴旧緊急時避難準備区域
及びその他の区域（30㎞
圏外）の土地及び家屋

⑵旧特定避難勧奨地
点の土地及び家屋⑶償却資産
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1212月議会月議会
【第７回定例会】【第７回定例会】
　12月議会は 12月２日から 12月 16 日までの 15 日間行われ、議案 55件（条例関係 10件、　12 月議会は 12 月２日から 12月 16 日までの 15 日間行われ、議案 55件（条例関係 10件、
予算関係9件、人事関係4件、決算関係15件、その他17件）予算関係9件、人事関係4件、決算関係15件、その他17件）を審議し、を審議し、原案通り可決しました。原案通り可決しました。

平成平成2626年度決算、認定年度決算、認定！12月補正予算可決！
定
例
会

補
正
予
算
の
概
要 設

（
作
業
保
管
（
漁
具
倉
庫
）
施

設
、作
業
保
管
（
作
業
場
）
施
設
、

水
産
物
鮮
度
保
持
施
設
、
水
産
物

荷
さ
ば
き
施
設
）

・
指
定
管
理
者
の
名
称

　

相
馬
双
葉
漁
業
協
同
組
合

（
相
馬
市
）

・
指
定
期
間

　

①
作
業
保
管（
漁
具
倉
庫
）施
設

　
　

平
成
28
年
１
月
１
日
か
ら

　
　
　

平
成
29
年
３
月
31
日
ま
で

　

②
作
業
保
管（
作
業
場
）施
設
、

　

水
産
物
鮮
度
保
持
施
設
、
水
産

　

物
荷
さ
ば
き
施
設

　
　

平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら

　
　
　

平
成
29
年
３
月
31
日
ま
で

【
主
な
内
容
】

　

南
相
馬
市
小
高
区
内
ス
ポ
ー
ツ

５
施
設

・
指
定
管
理
者
の
名
称

　

浮
舟
う
き
う
き
ク
ラ
ブ（
小
高
区
）

・
指
定
期
間

　

平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら

　
　

平
成
33
年
３
月
31
日
ま
で

【
主
な
内
容
】

　

南
相
馬
市
鹿
島
区
内
ス
ポ
ー
ツ

７
施
設

・
指
定
管
理
者
の
名
称

　

特
定
非
営
利
活
動
法
人

　

か
し
ま
元
気
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ

（
鹿
島
区
）

・
指
定
期
間

　

平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら

　
　

平
成
33
年
３
月
31
日
ま
で

【
主
な
内
容
】

　

南
相
馬
市
原
町
区
内
ス
ポ
ー
ツ

13
施
設

・
指
定
管
理
者
の
名
称

　

太
田
大
甕
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ

（
原
町
区
）

・
指
定
期
間

　

平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら

　
　

平
成
33
年
３
月
31
日
ま
で

【
主
な
内
容
】

　

南
相
馬
市
馬
事
公
苑

・
指
定
管
理
者
の
名
称

　

特
定
非
営
利
活
動
法
人　

は
ら
ま
ち

　
交
流
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー（
原
町
区
）

・
指
定
期
間

　

平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら

　
　

平
成
33
年
３
月
31
日
ま
で

○
工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

北
泉
海
浜
総
合
公
園
工
事

・
契
約
の
金
額　
５
億
４
万
円

・
契
約
の
方
法　

制
限
付
き
一
般
競
争
入
札

・
契
約
の
相
手
方

　

関
場
・
那
須　

復
旧
・
復
興
建

設
工
事
共
同
企
業
体
（
原
町
区
）

【
主
な
内
容
】

準
用
河
川
北
原
川
工
事

・
契
約
の
金
額　
４
億
５
千
360
万
円

・
契
約
の
方
法　

制
限
付
き
一
般
競
争
入
札

・
契
約
の
相
手
方

　

東
北
建
設
株
式
会
社（
原
町
区
）

【
主
な
内
容
】

南
相
馬
市
大
型
園
芸
施
設
整
備

事
業
（
鹿
島
区
南
海
老
）
建
設

工
事

11月補正予算の概要（主な事業）
一般会計補正予算の概要
⑴補正予算の規模
　補正額 8,692 万円を追加し、補正後の一般会計歳入歳
出総額が 977 億 7,680 万円となった。

⑵主な補正内容

最重点方針１「復興事業の優先的実施」

　○水稲作付再開奨励事業
　　 5,487 万円

最重点方針２「避難指示区域の再生」

　○井戸整備事業補助金
　　 5,000 万円

　○保健福祉センター生活環境整備事業
　　 1,023 万円

○は新規事業新

（稲作の再開促進のため、水稲作付け再開した農業者に奨励金
を交付）

（小高保健福祉センターの再開に向け、浴槽水漏箇所の修繕を
実施）

（未給水区域及び給水区域内の水道未整備地域における飲用水
等の確保を図るため、震災・避難により給水施設が使用不能
となった者に対して井戸整備経費を補助）

新

新

12月補正予算の概要（主な事業）
一般会計補正予算の概要
⑴補正予算の規模
　補正額 105 億 7,444 万円を追加し、補正後の一般会計
歳入歳出総額が１千 83 億 5,124 万円となった。
⑵主な補正内容

最重点方針１「復興事業の優先的実施」

　○防火水槽除染事業　　　　　　　　　　2,344万円

　○津波被災地立竹木等撤去事業　　　　　9,996万円
最重点方針２「避難指示区域の再生」

　○帰還準備旅館宿泊支援事業
　　 131 万円

重点方針１「地域の絆づくりと安心生活の再生」

　○防災備蓄倉庫整備事業
　　 151 万円

重点方針２「若い世代の定住の促進」

　○機構集積協力金交付事業
　　 9,152 万円

○は新規事業新

（市外避難者の帰還準備を支援し、帰還促進を図るため、小高
区内の旅館を借り上げて宿泊場所を提供）

（農地中間管理機構を通じて担い手への農地集積・集約化に協力
する地域に対して機構集積協力金を交付　高平・上太田・高地区）

（防災備蓄倉庫整備のため、建築面積・規模等の基本設計を実施）

新

新

新


